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本研究は，FLに基づく簡易液状化判定法における地震時せん断応力比 L について，地震動特性および表

層地盤の非線形性に基づく増幅特性の影響を加味する方法を検討したものである． 
本報では，著者ら が提案した，地表地震記録から地中せん断応力を評価する手法の適用範囲の拡大を図

るため，強震記録から地中せん断応力を直接的に推定する際にポイントとなる表層地盤のひずみ依存性に

よる S 波速度の低下率 cvについて，地表の地震記録から簡易に設定する手法を検討し，その適用性につい

て検証した．さらに，多数の強震観測記録において，一連の手法により計算した地中せん断応力の低減係

数と地表地震動および地盤に関する指標の関係性について回帰分析を行い，各地点の rd深度分布を設定す

るための回帰式を組み立てた． 
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1. はじめに 

本研究は，FL に基づく簡易液状化判定法における地

震時せん断応力比 Lについて，地震動特性および表層地

盤の非線形性に基づく増幅特性の影響を加味する方法を

検討したものである．  

現行の液状化判定法1)では，地震時の地中せん断応力

比Lを式(1)により求める． 

L = rd  khg v /'v (1) 
rd  = 1 – 0.015 z (2) 

ここに，rdは深さ方向の低減係数，khgは地表の水平震

度，vは深さ zにおける全上載圧，'vは深さ zにおける

有効上載圧である．式(2)は，地震応答解析の結果から

深さ z のみの関数として与えられている2)．地震動特性

や地盤特性が rdに与える影響を考慮するため，数値モデ

ルにより多様な条件において地震応答解析を行い，rdの

計算結果による統計量や経験則により rdを推定する方法

がとられた3)4)が，これらの方法では，数値モデルが実地

盤の挙動と近い解を与えているとは限らず，また，得ら

れた統計量や構築された経験則も数値モデルの違いによ

って異なった結果となる可能性がある．そこで，著者ら

は，地中せん断応力分布に関するデータを数多く得るこ

とを目的とし，強震記録から地中せん断応力を直接的に

推定する手法を提案している5)．これは，地震時の地中

せん断応力 を式(3)により算出するものである． 
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ここに， su は地表加速度，vは深さ z における全上
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図-1 地中せん断応力を推定するための 

ローパスフィルタFr の特性 
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載圧，g は重力加速度，Frは表層地盤の逆増幅関数に相

当するローパスフィルタ，は円振動数，cvはひずみ依

存性による剛性低特性を表す S波速度低下率，AVS* は複

素平均 S 波速度である．複素平均 S 波速度 AVS* は地表

から着目深さにおける平均 S波速度 AVSに減衰定数 hの

影響を加味したものであり，等価線形化法で用いられる

複素せん断剛性 G*を変形したものである．図-1 に示す

ように，Frは正規化振動数z/cv AVSに対してユニークな

関係を有し，深さ z と円振動数が大きいほど，平均 S

波速度 AVS とその低下率 cvが小さいほど，地中せん断

応力が低減しやすい傾向が簡潔に表現される．文献5)で

は地表加速度から地中せん断応力分布を推定する手法に

ついての枠組みを構築したが，この手法における地盤の

材料非線形性を表現するパラメータである S波速度低下

率 cv については，地表加速度記録のみから推定する手

法が確立されておらず，課題として残されている． 

本報では，上記の強震記録から地中せん断応力を評価

する手法5)の適用範囲の拡大を図るため，強震記録から

地中せん断応力を直接的に推定する際にポイントとなる

表層地盤のひずみ依存性による S波速度の低下率 cvにつ

いて，地表の地震記録のみから簡易に設定する手法を検

討し，鉛直アレー記録および模型実験を対象に，一連の

手法の適用性について検証した．  

次に，多数の強震観測記録に対して，一連の手法によ

り地中せん断応力の低減係数 rdの深さ方向分布を算出し，

算出した rdと地表地震動および地盤に関する指標との関

係について回帰分析を行い，地点ごとの地表地震動およ

び地盤に関する指標からその地点の rd深度分布を設定す

るための回帰式を組み立てた． 

さらに，東北地方太平洋沖地震における液状化・非液

状化地点において，作成した回帰式による rdを用いた液

状化判定を行い，従来手法である式(2)による rd を用い

た液状化判定結果と比較した． 

 
2. S波速度低下率 cv の簡易設定手法の構築 
 
(1) 鉛直アレー記録の波形解析 

実地盤における表層の非線形応答に関するデータを得

るため，鉛直アレー記録の波形処理解析を行った．ここ

では，地盤条件が明らかであり，かつ，少なくとも 1度

は大規模地震動を記録した観測地点として，ポートアイ

ランド6) (G.L.および G.L.-32m．以下，PI)，小名浜港湾事

務所6) (G.L.およびG.L.-11.05m．以下，小名浜)，山崎震動

観測所7)(小段および小段-22m．以下，山崎) の 3 サイト

を選定し，1 サイトあたり約 20 地震の記録について解

析を行った． 

波形処理解析においては，水平動が鉛直方向に伝播す

る際の位相速度 c，平均せん断ひずみを算出した．位

相速度 c は，大町・田原8)の方法により算出した．平均

せん断ひずみは，地表・地中の相対加速度の 2 回積分

によって相対変位を求め，それを単に地震計間距離で除

すことによって算出した． 
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図-2 鉛直アレー記録地点の地盤条件 

 

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

c v

 PI    小名浜    山崎

1 10 102 103
10-8

10-7

10-6

10-5

10-4

10-3

10-2



PGA (gal)

10-2 10-1 1 10 102

PGV (kine)

10-4 10-3 10-2 10-1 1 10

PGD (cm)

10-2 10-1 1 10 102

SI  

図-3  S波速度低下率 cv，平均せん断ひずみと地表地震動指標の相関関係 

 



 

 3

(2) cv，  と地表地震動指標の相関鉛直アレー記録の波

形解析 

cv， と地表地震動指標 (PGA，PGV，PGD，SI ) の相関

関係を図-2 に示す．同図に示す cv， は，1 地震ごとの

それぞれ最小値，最大値である．cvについては，どの指

標で見ても地震動強さに応じて低下する傾向がある．一

方，  はPGV，PGD，SI に対して線形に近い関係を有し，

PGA との相関が悪いことが分かる．各指標の優劣を見

極めるためにはさらなるデータの充実を図る必要がある

が，ここでは cvの簡易評価に用いる指標として PGV を

選定することとする．これは，後述のように地表速度が

地中せん断ひずみとの間に理論的関係を有し，定式化を

行う上で好都合であるためである． 

cv と PGV の相関をより詳細に調べるため，各地震記

録において，cvと PGV を約 2.56 秒間隔で求めた．その

結果を図-4 に示す．個々のサイトで見れば，cv と PGV 

の相関は良好である．一方，軟弱粘土を主体とする山崎

では cv が低下しにくく，砂を主体とする小名浜では cv 

が低下しやすいなど，サイト依存性が認められる． 

 
(3) S波速度低下率 cv の簡易設定法の定式化 

上記の検討結果を踏まえ，cv の簡易設定法の定式化に

ついて検討する．表層地盤を一様とみなして単純化する

と，地中せん断ひずみ(z, t)，地表速度  tu
s
 の関係は式

(5)となる9)． 

        AVScAVScztuAVScztutz
vvsvs

2,    (5) 

右辺{ }内の第 1項，第 2項はそれぞれ速度の上昇成分，

下降成分である．式(5)の速度の最大値のみに着目する

と式(5)を変形し， max・PGV関係を導くことができる． 

AVScPGV
vv


max

  (6) 

ここに，vは，速度の上昇・下降成分の重ね合わせに関

する定数であり，PGV が発生する前後の速度ピークの

比率を表す．理論上，図-5 に示すように，ピーク 1・2

が最大振幅のときに，速度の上昇成分と下降成分でこの

振幅が重り合う，ある深度およびある時刻歴においてv

は最大の 1.0 となり，ピーク 3 のような振幅が小さいも

のが重り合うある深度およびある時刻においてvは最小

で 0.5 となり，vの範囲は 0.5～1.0 となるものと考えら

れる． 

次に，表層地盤の平均的な動的変形特性を，Hardin-

Drnevichモデルにより近似的に与えることとする． 

 
rv

cGG  112

0
，    2

max0max
11

v
chGGhh   (7) 

 r は表層地盤全体の平均的な規準ひずみ，hmax は最大

減衰定数であり，これらの設定方法は後述する．式(6)

により得られる最大ひずみ max を式(7)のに代入して整

理することで，式(8)が得られる． 

 
rrv VPGVVPGVc  2

1 ，
vrr

AVSV  2  (8) 

Vr は表層地盤の S波速度とその低下特性を簡潔に表す定

数であり，規準速度と呼ぶこととする．図-4に，式(8)に

よる cv・PGV 関係をいくつかの Vr に対して描いてみる

と，Vr を適切に設定すれば実地盤における S波速度の低

下傾向を再現できそうなことが分かる． 

 
(4) PGVと非線形応答の関係 

cv・PGV 関係のさらなる検証は後述するものとし，こ

こでは式(6)を検証するため，地震記録から算出した平

均せん断ひずみと，PGV/c (=PGV / (cv･ AVS)) の関係を図-

6 で確認する．サイトごとに見ればと PGV/c の相関は

良好であり，比例定数vを適切に設定できれば一定の適

用性があると考えられる．ただし，v はサイトによっ
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図-5 一様地盤とした場合の地表速度と 

地中せん断ひずみの関係 
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て異なり，表層地盤の主体が粘性土となるほどv が小

さくなる傾向が認められる．これは，高次モードの影響

によるものと考えられる．つまり，縦軸 は地震計間で

の相対変位を単に距離で除したものであるため，高次モ

ードが卓越する場合はひずみを過小評価する．一方，式

(5)，(6)から分かるように PGV/cは深さ方向の局所的なひ

ずみに相当するため，高次モードが卓越してもひずみを

過小評価することはない．この違いがv のサイト依存

性として現れたものと考えられる． 

以上の考察に基づくと，vをサイトごとに与えること

は容易でない．そこで，本検討の最終目的である液状化

判定において安全側の結果を得ることを考え，v = 0.5

程度と小さめに設定することとする． 

 

(5) 表層地盤全体系の基準ひずみrの設定手法 

表層地盤の地震応答解析では，レベル 2地震動と呼ば

れるような極めて強い地震動に対して，地中のごく一部

の地層にひずみが局所化する結果となりやすく，かつ，

局所化の発生位置は各層の剛性・強度バランスや地震動

によって複雑に変化する．こうした問題の性格上，ひず

み依存性の影響を含めた S波速度の深さ方向分布を精度

よく把握することは容易でないため，非線形応答の影響

を一定の精度で推定する上での工学的判断として，表層

地盤の非線形性を地盤全体で平均的に捉える方法がある

と考えられる． 

そこで，坂井・室野10)が提案している簡易な地震応答

解析手法 (等価 1自由度モデル) を参考に，表層地盤全体

系の平均的なG/G0・  関係を次の手順で設定した． 

1) 表層地盤を構成する各層を水平成層状と見なし，各層

の層厚Hj，密度j ，S波速度Vsj ( j = 1～n )を設定する．

また，各層のG/G0・  関係を Hardin-Drnevichモデルに

よって簡易に近似することとし，各層の規準ひずみ r,j 
を設定する． 

2) 適当な平均せん断ひずみ   を設定し，これに対応し

た地表変位 usを式(9)により算出する． 





n

j
js

Hu
1

  (9) 

3) 重複反射理論に基づいて 1次モードの変位分布を計算

し，地表変位を us としたときの各層のひずみj を算

出する．1回目の計算では各層の S波速度低下率 cv,j = 

1 とし，2 回目以降の計算では前回の計算におけるj

から cv,j を式(10)とする． 

jrjjv
c

,,
11   (10) 

各層の S波速度低下率 cv,j が収束するまでこの計算を

繰り返す． 

4) 表層地盤全体系の平均的な S波速度低下率 cv を式(11)

により算出する． 


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 
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n

j
jjv

VscHVsHc
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 (11) 

5) 上記 1)～4) の計算をいくつかの に対して行うことで

表層地盤全体系の cv・  関係を求め，さらにそれを

Hardin-Drnevich モデルの式で近似することにより，表

層地盤全体系の平均的な規準ひずみrを得る． 

以上に示した手順の多くは坂井・室野10)の方法と共

通するが，Hardin-Drnevich モデルを用いた点と cv，  

の算出方法が異なっている．以下，上記 1)～4)の手順

と式(8)を組み合わせて S 波速度低下率 cvの簡易設定

法とする． 

各層の規準ひずみは，室内試験データが得られて

いる場合はそれを使用し，得られていない場合は吉

田・若松が多数の試料による繰返しせん断試験結果を

基に提案した土質分類による応力－ひずみ関係モデル
11)を参考に，砂質土については式(12)，粘性土につい

ては式(13)を用いて設定した．  
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図-7  cv・PGV 関係 
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3.1710 64.8log -4  mr   (12) 

2.8010 74.7log -4  mr   (13) 

また，減衰定数 h の設定においても，Hardin-Drnevich

モデルによる式(12)を用いることとした． 

 2

max
1

v
chh   (14) 

hmax についても吉田・若松11)を参考に，砂質土，粘性

土の両者の平均的な値として hmax = 20%とした． 

 

(6)  鉛直アレー記録に対する検証 

解析対象とした 3サイトに対して，上記の方法により

地盤全体系の規準ひずみ r を算出したところ，山崎で

0.247%，小名浜で 0.083%，PIで 0.074%であった．この r 

を用いて，式(8)により算出される cv・PGV 関係を図-7に

示す．また，各地点の観測記録のうち最も強い地震動

（山崎，小名浜は東北地方太平洋沖地震，PI は兵庫県

南部地震）に対する PGV から式(8)により算出した cvを

図-7中に◇印でプロットした． 

山崎および PIは，鉛直アレー記録と比べて PGVの増

加による cv の低下傾向を概ね捉えており，最も強い地

震動に対する PGV から式(8)により算出した cvについて

も鉛直アレー記録と同等となった．小名浜は，鉛直アレ

ー記録と比べて大きな cv を与えているが，本検討の目

的である地中せん断応力の評価に用いることを想定する

と，cvが大きい場合ほどせん断応力が低減しにくいため，

安全側の評価となる． 

 

(7) 模型実験に対する検証 

次に，2 ケースの動的遠心模型実験に対して検証を行

う．対象とした実験は，著者ら5)が地表加速度より地中

せん断応力を求める手法を検討する際に解析対象とした
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図-8 実験概要図（実物換算） 

 

 

図-9 地表加速度波形 
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図-10 地中せん断応力および rd深さ方向分布図 
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実験で，図-8に示すように乾燥砂地盤を対象とした実験

1，および飽和砂地盤を対象とした実験 2 の 2 ケースで

あり，概ねレベル 2地震動に相当する地震動を土槽底面

から入力し，模型地盤内の深度方向に一定間隔で設置さ

れた多数の加速度計により各深度における加速度時刻歴

の計測を行ったものである．文献 5）では，図-9 に示す

地表で得られた加速度計測結果から，一連の手法により

地中せん断応力の最大値max，およびその低減係数 rdの

深さ方向分布を算出しており，各深度の加速度計測結果

から算出したそれと一致することを確認している． 

ただし，このとき一連の手法に用いた cv については，

大町・田原8)の方法により地中の加速度計測値から設定

している．具体的な算出方法としては，PGA が記録さ

れた時間帯における地表および土槽底面の加速度波形の

2 つのフーリエ位相スペクトルの差と周波数の関係から，

直線近似したときの勾配 ttr (2 波形間のタイムラグに相

当)で，加速度計間の距離 dz で除すことで，ひずみ依存

性の影響を含めた S波速度 cvVs を求め，これを，微小加

振により求めた平均 Vs で除すことにより，模型地盤全

体の平均的な S波速度低下率 cvを求めるもので，実験 1

で cv = 0.66，実験 2で cv = 0.39であった．  

これに対し，本報で提案した cv の簡易設定法を用い

て cvを算出した結果，実験 1で cv = 0.52，実験 2で cv = 

0.44 が得られ，地中の加速度計測値を用いて算出した cv

と比べ 1 割程度の差が生じる結果となった．cvの簡易設

定法により算出した cv を用いて一連の手法により地中

せん断応力の最大値max，およびその低減係数 rdの深さ

方向分布を算出し，地中の加速度計を基に算出した cv

を用い計算したmax，rd分布と比較した結果を図-10 に示

す．提案手法によって算出されたmax および rd の深さ方

向分布は，多数の加速度計測値から直接的に算出された

それらとよく一致している．このことから，今回提案し

た cvの簡易推定法を用いて算出される cv は，rd の深さ方

向分布を得る上で十分な精度を有していると考えられる． 

 

3. 数多くの強震記録における地中せん断応力の

低減係数の算出および回帰 

 

多数の強震記録から地中せん断応力の低減係数 rdの深

さ方向分布を算出し，算出した rdと地表地震動および地

盤に関する指標との関係性について回帰分析を行い，あ

る地点の地表地震動および地盤に関する指標からその地

点の rdの深度分布を算出する回帰式を作成した． 

 

(1) 強震記録の選定 

検討対象とする強震記録の選定にあたっては，多数の

地震観測記録から地中せん断応力の評価手法における地

震動指標として採用した PGV が大きい記録を優先して，

地震，地域，地盤種別が大きく偏らないように，K-NET，

KiK-NET12)，港湾地域強震観測6)，気象庁，国土技術政策

総合研究所等13)14)の記録から 152 記録を選定した．表-1，

表-2に地盤種別ごとに PGVおよび PGAについて分類し

た結果を示す． 

 

(2) 提案手法による cv，rdの算出結果 

2.に示した cvの簡易設定手法により 152 の強震記録に

ついて cvを算出した．152 記録の cv - PGV 関係について

平均 S波速度 AVSにより分類したものを図-11に示す．

なお，AVS の算定については，各地点の柱状図を基に工

学的基盤面までの深度を対象としている．ただし，全記

録の約 1 / 3 については，基盤面深度が 20mより深いこ

 

表-1 rdの算出対象とした地震記録の地盤種別とPGV 

単位：記録

PGV(kine) Ⅰ種地盤 Ⅱ種地盤 Ⅲ種地盤 計

0～20 0 2 2 4

20～40 15 29 22 66

40～60 21 23 7 51

60～80 2 10 3 15

80～100 2 3 0 5

100～ 1 6 4 11

計 41 73 38 152  

 

表-2 rdの算出対象とした地震記録の地盤種別とPGA 

単位：記録

PGA(gal) Ⅰ種地盤 Ⅱ種地盤 Ⅲ種地盤 計

0～200 0 4 9 13

200～400 5 26 20 51

400～600 12 21 7 40

600～800 6 8 0 14

800～1000 7 6 2 15

1000～ 11 8 0 19

計 41 73 38 152  
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図-11 強震記録における地中せん断応

力の低減係数の計算結果 
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とが想定されるものの，地盤データが深度 20m までし

か存在しないため，これらの地点については 20m まで

を計算深度としている．  

検討結果については，図中の上側にあるほど剛性が低

下しにくい地盤であり，AVS が大きい地盤ほどその傾向

が現れている．図中の左下側にプロットされた同様な

PGV に対し極端に cvが小さい記録があるが，これらの

記録は，基盤深度が浅い地層で，表層に S波速度が小さ

く剛性低下しやすい緩い砂質土層が存在している地点で，

剛性が急激に低下したケースを示している． 

上記で検証した鉛直アレー地点について，PI は比較

的剛性が低下しやすい地盤であったことが言える．また，

山崎は，粘性土が卓越する地盤であり中間的な剛性低下

の傾向を示した．小名浜は，表層の緩い層で剛性が低下

するが，他の 2地点と比べ剛性が低下しにくい地盤とい

える． 

次に 152 記録において，cvの簡易設定手法により算出

した cv を用いて，著者らが提案した地中せん断応力の

評価方法5)により地中せん断応力の低減係数 rdの深さ方

向分布を計算した．なお，計算深度は，AVS の算定と同

様に基盤面深度，あるいは 20m 以深の地盤データがな

い記録については 20mとした． 

計算の結果は，図-12 に示すように，表層において急

激に低減するケースやほぼ直線的に低減するケース等サ

イトごとに分布形状が様々であるが，岩崎ら2)の提案し

た直線式と比べ rdが小さくなるケースが多いことが分か

った． 

 

(3) 地表地震動および地盤に関する指標による rd の回

帰分析 

152 記録の rd深さ方向分布についての近似式を作成し，

近似式のパラメータとなる定数と地表地震動および地盤

に関する指標との相関関係から，検討サイトにおいてそ

の地点の地表地震動および地盤に関する指標からその地

点の rd 深さ方向分布を設定する回帰式を組み立てた． 

a) rd深さ方向分布の近似式の作成 

図-12 に示す個々の地震記録から計算した地中せん断

応力の低減係数 rdの深度分布は，図-13，および式(15)に

示す双曲線関数により近似する．  

z
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  (15) 

ここに，近似式の特徴として，図-13 に示すように，

地表における rdの接線勾配はとなり，は近似曲線

の初期勾配を規定する定数であることがわかる．rdb は

地中せん断応力の評価方法により計算した結果の近似範

囲の下端深度 zbにおける低減係数 rdである．
なお， 1 / (1rdb)zb ＝ 0 の時，rdはの一次関数と

なり，zb ＝20，rdb＝0.70で＝66.666 の時， rdの近似線は

岩崎らの式(2)に一致する．  

 ここでは，最小二乗法により ，rdbの 2つの定数を同

定する．ただし，前述したように，地中せん断応力の評

価方法により計算した rdの計算下端深度は 20m までの

ものが殆どであるため，近似範囲の下端深度 zb は 20m

を下限とした．なお，収集記録の中には，ごく一部では

あるが 20m を越える基盤層までの地盤データが存在す

る記録も含まれているが，これらについても近似範囲の

下端深度 zbは 20mに統一することとした． 
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図-12 強震記録における地中せん断応力 
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図-13 近似曲線式の特徴 
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図-14 αと地震動諸元および地盤に関する指標との相関関係 
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図-16 PGV / PGA，地盤種別毎の rd 分布傾向 
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b) 理論的考察 

地中せん断応力の低減係数と地震動および地盤に関す

る指標についての理論的な関連性について以下に示す． 

表層地盤を一様と仮定すると，重複反射理論から地中

せん断応力は式(16)で表すことができる． 

 





























AVSc

z
tu

AVSc

z
tuAVSc

v
s

v
sv   (16) 

式(16)より，速度の最大値に着目することとすると

τmaxは式(17)のように表すことができる 

  PGVAVSc vv  max
 (17) 

rdは，地盤が剛体であると仮定したときの地中せん断

応力 0の最大値に対する実際のせん断応力の最大値の

比であり，式(19)で表すことができる．式(18)に式(17)を

代入して解くと，ある深度における地中せん断応力の低

減係数は式(19)となり，rd と地表地震動指標および地盤

に関する指標との関係性を導くことができる． 

vgh
d k

r





 max  (18) 

z

AVSc

PGA

PGV
r v

vd


   (19) 

式(19)について，計算深度における z を zbとし，深度

zb における地中せん断応力の低減係数を rdb とすること

で，式(20)のように表すことができる．この式から計算

深度 zbにおける地中せん断応力の低減係数 rdbは地表地

震動諸元 PGA，PGV および地盤の特性を表す S 波速度

低下率 cv，表層地盤全体の平均 S波速度 AVS，計算深度

zbと一定の関係を持つことが分かる． 

b

v
vbd z

AVSc

PGA

PGV
r


   (20) 

c ) α，rd bと地表地震動および地盤に関する指標 

との相関 

rd と理論的な関係性をもつ PGA，PGV，AVS，zb につ

いて単独，または組み合わせた複数のケースについて
および rdbとの相関を検討した．との相関図を図-14 に，

rdbとの相関図を図-15に示す．  

検討結果は，と地震動諸元等との相関性が低いのに

対し，rdb と地震動諸元等との相関が良い結果となった．

これは，が地表地点の rd深度方向分布の勾配を表す定

数であるのに対し，rdb は計算下端深度における rd を表

すもので，計算対象とした地盤全体の地震動および地盤

に関する指標の傾向を示すものであり，地盤の振動周期

を表す PGV/PGA や，計算対象とした地盤全体の平均 S

波速度AVSとの相関は良い結果となった． 

さらに，図-16 に示すように 152 記録について rd と相

関の良かった PGV/PGA の大小および地盤種別で区分し

rd深さ方向分布の傾向を確認した． 

地中せん断応力と地盤振動周期との関係は，地盤の卓

越周期が長周期となる程，地盤の慣性力が大きくなり，

地中せん断応力は低減しないという関係性がある．その

ため，地盤の卓越周期の指標である PGV/PGA が大きく，

長周期が卓越する地盤ほど，地中せん断応力は低減しに

くい傾向となる．また，地盤種別については，軟弱なⅢ

種地盤ほど地中せん断応力は低減しやすく，硬質なⅠ種

地盤ほど低減しにくい傾向となる． 

図-16の rd深さ方向分布においても PGV/PGAが大きい

右側の範囲のケースほど地中せん断応力が低減せず，左

側の範囲のケースはよく低減する傾向を概ね捉えている． 

d) α・rdb関係式  

については，地震動諸元等との相関が悪いため，図

-17に示す rdbとの相関関係から導くこととした． 

・rdbの関係について，前述したように rdは 1.0 を超

えないため，rdb が 1.0 に漸近する下に凸の双曲線型の回

帰曲線式(21)で近似することとした． 

bd

bd

rn

rm

 1

 


  (21) 

回帰曲線のは初期勾配を規定する定数であり，n は

が無限大となる場合の rdb を示し，rdb の漸近値を示す

値であるため，n＝1.0とする． mについては，下に凸の

曲線度合いを規定する定数であり，最小二乗法により平

均をとる曲線とした場合，rd深度分布の初期勾配を表す

を小さく評価するケースが多くなる．を小さく評価

することは，rd深度分布の初期勾配が水平に近い勾配と

なるため，地中せん断応力が表層付近で大きく低減する

ことを示す．これは設計に用いる場合に危険側の結果と

なるため，安全側となるように，曲線が・rdbプロット

の概ね上面を通るように m＝24.5 とし，は式(22)とし

た． 

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1
0

100

200

300

400



rdb  

図-17 強震記録における地中せん断応力

の低減係数の計算結果 
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bd

bd

r

r




　1
5.24  (22) 

ここで，深度 zが無限遠となる rd (∞) =1－1/β において，

β < 0となった場合，rd が 1以上となり計算が破綻するた

め，β ≧0の制約条件を設定する必要がある．  

 
1
  

db

b

r

z




　
　　   (23) 

よって， は式(23)の条件を含めた式(24)により求まる． 












db

b

db

db

r

z

r

r

1
,

1

5.24
min  (24) 

e ) rd 回帰式の設定  

rdbを回帰する指標については，図-15 に示した rdbと理

論的関係性をもつ各種指標との相関モデルのうち，最も

相関性が高く，AVS及び zbを含むことで各サイトの地盤

特性の違いを捉えることのできる PGV/PGA･AVS/zb を選

定し，図-18に示すように rdbとの回帰式を設定した． 

rdbと PGV/PGA･AVS/zbとの関係は，図-18 に示すとおり，

上に凸の双曲線関数により近似することができ，前述し

たように rd は 1を超えないため，1に漸近し，概ね平均

をとる以下の曲線式を設定した． 

xA

xA
r bd

・

・




1
 (25) 

5.1,
AVS

 A
zPGA

PGV
x

b

　・
 

なお，rdbと PGV/PGAの関係には図-19に示すように地

盤種別毎に分かれる傾向があり，これを指標とし地盤種

別で分ける式についてもケース 2として作成した．地盤

種別ごとに原点を通る直線近似により概ね平均をとる一

次関数式(26)～(28)を設定した．  

 PGAPGV /06.10    Ⅰ種地盤 (26) 

rdb =   PGAPGV /19.5    Ⅱ種地盤 (27) 

 PGAPGV /53.3    Ⅲ種地盤 (28) 

ただし，rdb 0.1 とする． 

 

(4) rdb回帰式の検証 

図-20 に示す東北地方太平洋沖地震における液状化・

非液状化地点において，地表地震動および地盤に関する

指標より回帰した地中せん断応力の低減係数 rd式(15)お

よび細粒分を含む砂の液状化強度評価式15) を適用し，液

状化判定を行い，現行基準である H24 道路橋示方書1)に

よる液状化判定結果と比較した． 

rdのパラメータとなる PGA，PGVは国総研地震動メッ

シュ推定値7)から地点ごとに設定し，AVS，zbは各地点の

N値から設定した． 

比較においては，液状化の有無と地盤の強度の影響を 

0 2 4 6 8 10
0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

r d
b

PGV / PGA・AVS / Zb  

図-18 強震記録における地中せん断応力

の低減係数の計算結果 
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1

PGV / PGA

r d
b
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Ⅱ種地盤
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図-19 rdbとPGV / PGAの関係 

 

 

図-20 液状化判定地点とその範囲 
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図-21 現行道路橋示方書による液状化判定における最小FL深度の L・N 1図（全データ） 

 

図-22  rd提案式による液状化判定における最小FL深度の L・N 1図（全データ） 

 

 

 

図-23 現行道路橋示方書による液状化判定における最小FL深度の L・N 1図（物理試験結果のあるデータのみ） 

 

図-24  rd提案式による液状化判定における最小FL深度の L・N 1図（物理試験結果のあるデータのみ） 
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検討するために，図-21～図-24に示すように換算 N値 N1

と地震時せん断応力比 Lとの関係図を作成した．図中の

プロットは各地点で最小 FL値となった深度の N1・L を

プロットし，曲線は液状化強度推定式（細粒分含有率の

区分に対応した換算 N値と液状化強度比 RLの関係）を

示しており，この曲線の上側では液状化すると判定され，

これより下側では液状化しないと判定されることになる．

図-21，図-23は道路橋示方書の細粒分による液状化強度  

推定式，図-22，図-24 は，前述の細粒分による液状化強

度推定式を適用した曲線としている． 

図-21 に示す H24 道路橋示方書による液状化判定結果

においては，液状化強度推定式の左上に液状化しなかっ

た箇所が多数存在したが，図-22 に示す本検討で提案し

た rdによる地中せん断応力比Lの補正を行った結果は，  

右下に存在する液状化しない箇所が増えていることから

実際は液状化しなかったと考えられる地点で液状化する

と判定されるケースが減少したことが確認できた．この

ことから，細粒分含有率による液状化強度の見直しおよ

び地中せん断応力比の低減係数の見直しにより液状化し

ない箇所の判定精度が向上したといえる． 

ただし，図-22 のケースでは液状化した箇所でわずか

に FL>1 となる実際液状化したと考えられる箇所で僅か

な差で液状化しないと判定された箇所が数箇所存在する

結果となった．これは，細粒分含有率の値を代表粒径に

よる一般値により設定していることが要因と考えられた

ため，図-23，図-24に示すように，最小 FLとなっている

深度で細粒分含有率を物理試験により評価している箇所

のみを抽出した結果，実際液状化したと考えられる箇所

で液状化しないと判定された箇所は存在しない結果とな

った．また，図-23，図-24 を比較すると，10％＜FC≦

20％，20％＜FC≦30％のグラフで液状化しなかった地点

が RL 曲線よりも右下側に移動してはっきりと分かれて

おり，精度の向上が確認できた． 

なお，式(28)～(30)を用いた液状化判定による L・N1図

についても式(27)とほぼ同様の結果であった． 

 
4. まとめ 

 

簡易液状化判定に用いる地震時せん断応力比の低減係

数 rd (= 1-0.015z) の検証および見直しに資するため，強震

記録から地中せん断応力を直接的に推定する手法におい

てポイントとなる表層地盤のひずみ依存性による S波速

度低下率 cv について，簡易設定法の構築を試み，鉛直

アレー記録および模型実験を対象に同手法の検証を行っ

た． 

さらに，この一連の手法を数多くの強震記録に適用す

ることで，実地盤・実地震における数多くの地中せん断

応力分布を算出した．また，その結果と地表地震動およ

び地盤に関する指標との関係についての相関性を分析し，

回帰式を作成した．その結果は次のとおりである． 

1)  PGV を指標とし，坂井・室野の等価 1 自由度モデル

に Hardin-Drnevich モデルを組み込むことで，地盤全

体の平均的な S 波速度低下率 cvを簡易的に設定する

手法を構築した． 

2)  鉛直アレー記録について簡易設定法により算出した

結果，PGV の増加による cvの低下傾向および最も強

い地震動に対するPGV から算定した cv は鉛直アレー

記録と同等，またはそれ以上の値が得られた．なお，

cv が大きな値となることは，cv が大きい場合ほどせ

ん断応力が低減しにくいため，液状化判定において

は安全側の評価が得られることとなる． 

3)  模型実験において，簡易設定法により算出した cv は，

加速度計測値より算出した cvと比べ 1 割程度の差が

生じたが，max  および rd の深さ方向分布を算出した

結果，多数の加速度計測値から直接的に算出された

それらとよく一致した． 

4)  多数の強震観測地点において地中せん断応力の低減

係数 rd深度分布を計算し，rd 深度分布についての近

似式を作成した．また，地中せん断応力と地表地震

動及び地盤に関する指標であるPGV / PGA ･ AVS / zbと

の理論的関係を明らかにし，この指標について作成

した近似式の定数との関係から回帰式を作成した． 

5)  東北地方太平洋沖地震における液状化・非液状化地

点において，作成した回帰式を用いて地中せん断応

力の低減係数 rdを用いた液状化判定を行い，道路橋

示方書における rd式を用いた液状化判定結果と比較

した結果，精度が向上が確認できた． 
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THE ASSESSMENT METHOD OF THE REDUCTION FACTOR RD OF THE 
SEISMIC SHEAR STRESS IN CONSIDERATION OF THE EARTHQUAKE 

MOTION CHARACTERISTICS AND GROUND CHARACTERISTICS  
 

 Tomoki JIZO, Shunsuke TANIMOTO,  and Tetsuya SASAKI 
 

This study, in assessing the seismic shear stress ratio L of the assessment method of liquefaction based 
on FL, is investigated the method to consider the influence of the earthquake motion characteristic and 
the amplification characteristics due to the nonlinearity of the surface ground.  

In this paper, in order to expand the application scope of the assessment method of the seismic shear 
stress using the earthquake motion record on ground surface that authors proposed, we investigated a 
Simplified assessment method based on surface earthquake record about the reduction rate of S-wave 
velocity of surface ground by strain dependence. 

Furthermore, Performed a Regression analysis from the relationship between the calculated reduction 
factor of seismic shear stress by the proposed method by using a lot of strong motion observation records, 
and Indicators of surface earthquake motion and the ground. And, assembled a regression formula for 
estimating the reduction factor rd of seismic shear stress. 

 


